
  能登復興事務所 X(旧 Twitter)利用方針   

国土交通省能登復興事務所（以下「当事務所」といいます。）が X(旧 Twitter)による情

報発信を行う場合における諸事項を下記の通りに定めます。 

 

１．目的 

当事務所は、当事務所が所管する業務等に関する情報及びその他の各種行政情報を迅

速・広範囲に情報提供すべき事業について X(旧 Twitter)を利用し情報発信することを

目的としています。 

 

２．アカウント概要 

１）アカウント名：能登復興事務所 

２）ユーザー名： mlit_notofukkou 

３）URL：https://twitter.com/mlit_notofukkou 

 

３．発信内容 

発信内容は、当事務所が所管する業務等に関する以下のさまざまな情報を発信するも

のとします。 

（１） 当事務所が実施する事業に関する情報 

（２） 災害・復旧における当事務所が施工する石川県内の河川、道路、砂防・海岸、

下水道施設等の状況や防災情報 

（３） 当事務所の記者発表や当事務所が関連するイベント等の情報 

（４） その他、当事務所が必要と判断した行政情報 

 

４．注意事項 

（１） 新着情報の全ては発信しませんので、詳しくは当事務所ホームページをご確

認ください。 

（２） 公式 X(旧 Twitter)アカウントへの「フォロー」、「リプライ」、「ダイレクトメ

ッセージ」などによる個別のご意見、ご質問には対応しておりませんので、あ

らかじめご了承ください。 

（３） 国土交通省の施策や業務に関するご意見、ご要望等は、当事務所ホームペー

ジの「ご意見箱」にて常時受け付けています。 

（４） 本アカウントの利用は予告なく終了、削除される場合があります。 

（５） お使いのブラウザの種類など、閲覧環境によっては、リンク先のページをう

まく読み込めないなど、閲覧に支障が出る場合があります。  

（６） なりすましによる誤情報等の流布を防止するため、公式 X(旧 Twitter)アカウ

ントのプロフィールに当事務所公式ホームページのリンクを掲載し、運用方針

を参照できるようにしています。また、X(旧 Twitter)のユーザー名を同公式ホ

ームページ上に明示しています。なりすましを発見した場合は、同公式ホーム

ページにおいて情報を発信し、なりすましアカウントが存在することへの注意

喚起を行います。 



 

５．免責事項 

（１） 当アカウントの掲載情報の正確性については万全を期しておりますが、当事務

所は利用者が当アカウントの情報を用いて行う一切の行為について何ら責任を負

うものではありません。 

（２） 当事務所は、ユーザーにより投稿された本アカウントに対する、「リプライ」、

「リポスト」などにつきまして一切責任を負いません。 

（３） 当事務所は、本アカウントに関連して、ユーザー間又はユーザーと第三者間で

トラブルや紛争が発生した場合であっても、一切責任を負いません。 

（４） コメント等の投稿にかかる著作権等は、当該投稿を行ったユーザー本人に帰属

しますが、投稿されたことをもって、ユーザーは能登復興事務所に対し、投稿コ

ンテンツを全世界において無償で非独占的に使用する権利を許諾したものとし、

かつ、著作権等を行使しないことに同意したものとします。 

（５） 上記の他、当該ページに関連して生じたいかなる損害についても一切の責任を

負いません。 

 

６．禁止事項 

本アカウントに対して、以下の行為はご遠慮ください。 

ユーザーの行為が以下のいずれかに該当する場合、アカウントをブロックする場合が

あります。 

（１） 個人情報若しくはそれを類推させるものの掲載又はそれに準ずる行為 

（２） 国土交通省又は第三者の名誉、信用を傷つけるもの 

（３） 国土交通省若しくは第三者の著作権、肖像権若しくは知的財産権の一部又は

全部を侵害するもの 

（４） 法令若しくは公序良俗に反するもの又はその行為に関する情報、写真等を掲

載すること 

（５） 他のユーザー、第三者等になりすますもの 

（６） 広告や宣伝目的のもの 

（７） 当事務所の発信する内容の一部又は全部を改変するもの 

（８） 当事務所の発信する内容に関係のないもの 

（９） その他、当事務所が合理的理由により不適切と判断するもの 

 

６．著作権について 

当アカウントの内容について、私的使用又は引用等著作権法上認められた行為を除き、

国土交通省に無断で転載等を行うことはできません。 また、引用（リポスト等）を行う

際は適宜の方法により、必ず出所を明示してください。 

 

 

７．本利用方針の変更について 

当事務所は、ユーザーへの予告なしに本利用方針を変更する場合があります。 



 

８．適用 

この運用方針は、令和６年４月１５日から適用します。 

 


